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日本 適　格 非居住者 居 住 者 ４年
米国 非適格 居 住 者 非居住者 １年
２
日本 非適格 非居住者 居 住 者 ４年




























































































①主要目的テスト（Principal Purpose Test : PPT）のみ
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論　　説（　　）53
て―」税務事例 50巻３号（2018）
司馬えんに「ノウハウの帰属とロイヤリティの支払における対価性―一条工務店
事件」税研148号（2009）
田井良夫「 個人と法人に対する出国税の一考察～日本における個人の海外移住と
法人の海外移転に対する出国税の検討を中心として～」 税経通信70巻10号
（2015）
原武彦「非居住者課税における居住性判定の在り方―出国税（Exit Tax）等の導
入も視野に入れて―」税務大学校論叢65号（2010）　
藤曲武美「裁判例にみる法人税の基礎（第51回）法人税法22条２項の取引の意義」
税務弘報 65巻５号 （2017）
二又大樹「国外転出時課税制度に係る28年度改正の概要」 税経通信71巻５号
（2016）
古山春花「米国における出国税規定の歴史的変遷と我が国の国外転出時課税制度」
税務事例50巻３号（2018）
細川健、藤田章「現物出資と第三者割当ての税務（上）」税弘56巻７号 （2008）
細川健、藤田章「現物出資と第三者割当ての税務（下）」税弘56巻９号 （2008）
本庄資「オフショア世界のはなし（32）～我が国の出国税は富裕層のオフショアへ
の脱出を防ぐことができるか？～」国際税務35巻４号（2015）
本田光宏「国外転出をする個人及び法人に対する出国税：比較及び租税条約の分
析」租税研究788号（2015）
松田直樹「法人資産等の国外移転への対応―欧米のコーポレイト・インバージョ
ン対策税制及び出国税等が包含する示唆―」税務大学校論叢67号（2010）
増井良啓「海外財産の贈与と住所の認定―武富士事件」税研148号（2009）
宮脇義男「相続税・贈与税の納税義務者制度に関する研究」 税務大学校論叢69号
（2011）
森田美貴「従業員等のストック・オプション報酬をめぐる国際的二重課税の調整
について」第26回租税資料館受賞論文集下巻（2017）
山川博樹ほか「特別企画顧問先のために押さえておきたい出国時課税特例の実務
ポイント」税弘63巻６号 （2015）
吉村典栄「ストックオプションを巡る国際的二重課税の問題について」税務大学
校論叢71号（2011）
与良秀雄「国際税務支援等リレー論文　国外転出時課税制度のあらましについて」
税理60巻８号（2017）
